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進捗報告会の実施概要

令和7年度は計3回の検討会を開催し、前期3か年の施策進捗状況を踏まえ、後期3か年

のアクションプランの改訂を行った

令和7年

7月2日（水）

令和7年

10月31日（金）

令和8年

2月6日（金）

第1回

検討会

第2回

検討会

第3回

検討会

◼ 会議の目的

➢ 前期3か年の施策進捗状況を踏まえ、今後のアクションプラン改訂に係る方向性について初期的な討議

を行う

◼ 主要アジェンダ

➢ まちづくり構想の概要に係る共有

➢ アクションプラン改訂に係る方向性の共有

➢ 意見交換

◼ 会議の目的

➢ アクションプランの改訂に係る初期案を確認いただくとともに、次年度予算要求方針について各所管課か

ら共有いただく

◼ 主要アジェンダ

➢ アクションプラン改訂案（初期案）の共有

➢ 次年度予算要求方針の共有

➢ 意見交換

◼ 会議の目的

➢ まちづくり構想の改定案について最終案をお示しし、内容を所管課にて確認するとともに次年度施策推

進に向けた方針等について意見交換を行う

◼ 主要アジェンダ

➢ まちづくり構想改定案の共有

➢ 意見交換
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第一回検討会の主なご意見・対応の方向性（1/3）

プロジェクトごとに第一回検討会における主なご意見を整理

対応の方向性主なご意見施策

既存市街地

価値向上

• 空き家活用については、民間事業者と

の連携方策等について、事例を踏まえ

て検討する

• また、空き家活用以外で戸建て賃貸

住宅創出に係る施策を調査・検討す

る

• 居住者視点では空き家購入のハードルや抵抗感は大きいため、空き家よりは戸建

て賃貸物件の供給が課題になるのではないか

• 町内の空き家664件の内、空き家バンクへの登録は3件程度にとどまっている。「イ

エステーション」という不動産会社が空き家売買の仲介を行っている例などもあり、

空き家バンクにこだわらずとも不動産会社と連携した空き家活用方策も検討し得

るのではないか

• 柏市などでそのような不動産会社と行政が連携している例もあるようなので、事例

も踏まえ、町としてどのような関わり方が適当なのか検討したい

• 事業者も情報を欲しがっているので、情報共有等に係る協定締結等も考えられる

のではないか

緑字：町長ご意見

青字：副町長ご意見

西側・東側

新宅地創出

• 西側宅地創出については、排水に

係る他地域の事例調査等も行った

うえで、次回検討会にて次年度以降

の取扱いについてご報告いただく

• 立地適正化計画の策定も見据え、

宅地創出に資する施策事例（各種

助成制度等）についても調査する

• 成田空港機能強化による人口増加見込みに対し、県内の住宅供給が不足して

いる状況。成田方面は土地が高く住宅整備をこれ以上進めるのが難しい中で、

横芝光町がしっかりと居住地開発を進めていく必要がある

• 西側宅地創出について従前の検討エリアとは別に、横芝小の西側で事業者によ

る開発の動きがある。開発の申請がされているのであれば農振除外の手続きを進

め得るので、こちらを検討していくべきではないか

• 従来から排水の在り方については課題であったところ、現状対応方針の策定まで

至っていない。対応方針についてスピーディに検討していくべき

• 立地適正化計画策定中、居住誘導区域に誘導するための施策を位置づける必

要があり、住宅奨励金の上乗せ、空き家除却費用の助成等を行っている自治体

もあるので、このような方策も検討してくことが必要



6

第一回検討会の主なご意見・対応の方向性（2/3）

プロジェクトごとに第一回検討会における主なご意見を整理

対応の方向性主なご意見施策

屋形海岸

活用高度化

• ユニマットの方で具体的な動きが無い場合、中途半端にやるよりは、本事業につい

ては実施しないという判断もあり得るのではないか

• まちとしての目指すべき姿等については、ユニマットに対し過度にはなりすぎない程度

に情報連携していくことは想定。いずれにせよ、先方の動きが急に生じた場合に備

えて準備は進めていくべき

• 昨年度、海・川の利活用に係るイベントについて実施できなかったものの、これに

ついては引き続き検討すべき

緑字：町長ご意見

青字：副町長ご意見

公共交通

高度化

• 町内の循環バスについて、乗降客数の少ない停留所も含めて幅広くカバーするの

ではなく、定常利用者の少ない路線はデマンド交通で対応する等、効率的な

交通システムを構築することが必要ではないか

⇒交通の在り方については検討した上で、来年度の交通計画策定につなげたい

• デマンド交通と従来型の公共交通の

住み分け等、交通網の合理化に向け

た施策について検討

駅周辺地区

まちづくり

事業

－ －

女性に選ばれ

るまちづくり

• 光小学校から空き教室利用についての提案はあり、キャパシティとしては問題ないた

め待機児童が解消できるものだと考えているが、校舎内のトイレが活用できない等、

町として満足のいく条件にはなっていない。横芝小については未完成の状況であり

詳細は分からない部分もあるが、一定待機児童解消を図ることができると認識

• 女性の復職等に資する取組みを行っていく方針だが、ターゲット層が薄いと思われ

る中で、このような取組みをいかに対外的に発信し、認知してもらうかが課題と捉え

ている

• 横芝光町は住民税非課税世帯が多いため、両立支援的な施策がさらに拡充さ

れることが必要ではないか

• 学童保育における空き教室の利用

方策・スキーム等については他地域の

事例も調査し、学校側に提案し得る

材料がないか改めて検討する

• 共働き世帯の支援施策については、

事例調査の上、横芝光町でどのような

施策を展開し得るか新規検討する
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第一回検討会の主なご意見・対応の方向性（3/3）

プロジェクトごとに第一回検討会における主なご意見を整理

栗山川活用

高度化
－ －

IC周辺複合

拠点の開発
－

シティブランド

確立

• まちが何をやっているかということはしっかりと対外的に周知していく必要があり、

アクションプランにおいて明確化することが必要
－

その他

• 移住者獲得という観点では、教育政策が重要な要素となる。小学校の新校舎が

できたことも契機に、教育課も本検討に参画した上で新たな施策を打ち出していく

べきではないか

• 各施策については、現在策定作業中の総合計画ともリンクさせて上で検討を

進めていく

• 予算要求に際して、この枠組みの施策については交付金が活用しやすくなる、財政

課とも連携し、追って案内

• 当初のまちづくり構想においては教育

施策を対象外としたものだが、小学校

の新設も踏まえ、どのような施策があり

得るのか改めて検討する

• 企画空港課より、次回以降の教育課

参加について調整する

• 地権者合意形成が順調に進まなかったこともあり、覚書の期間を１年延長してい

る状況。合意形成は進みつつある状況であり、9月を目標に仮同意を集めている

対応の方向性主なご意見施策

緑字：町長ご意見

青字：副町長ご意見
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第二回検討会の主なご意見・対応の方向性（1/4）

プロジェクトごとに第二回検討会における主なご意見を整理

対応の方向性主なご意見施策

既存市街地

価値向上
－－

緑字：町長ご意見

青字：副町長ご意見

西側・東側

新宅地創出

• 必要に応じて、他地域における対応事

例や河川への流量規制緩和の事例を

調査する

• 上記調査結果等も踏まえ、次年度検

討状況・方針について第三回検討会

にてご報告いただく

• 西側宅地のエリアについては過去に台風で冠水被害があり、排水対策検討業務

を行ったところ、排水路改修・調整池設置で60億円程度かかるという試算だった。

農振農用地で活用できる補助金も見当たらず、事業実施は困難な状況

• 豪雨が予測される場合に栗山川の水位を事前に下げて置く等の対応について山

武土木事務所と協議中だが、過去の豪雨時には栗山川の水位が通常通りだった

こともあり、解決につながらない可能性。なお、栗山川への排水量については取り

決めで定められている

• 小規模開発においては抜本的な排水インフラ整備をする必要がないケースがあり、

これらの開発が積み重なって現在は宅地エリアにおいて排水キャパシティをオーバー

している状況。何もできないまま今に至ってしまい、抜本的な解決をしなければこれ

以上宅地を造成することができない

女性に選ばれ

るまちづくり

• 今年度は復職に当たっての支援にフォーカスし、健康相談等のオプションもあったが

希望者はいなかった

• セミナーは全4回×20名のキャパシティであったものの、延べ参加者数は18名であり

定員に対して少ない参加者となった

• 予算要求自体は今年のものと同程度の規模で行っているが、どのような内容で

実施していくべきかについては次年度改めて検討したい

⇒次年度改めてニーズの調査・検討を行い、ターゲットや方向性を整理していくこと
をアクションプランに位置づけている（事務局）

• 一定の予算を投じている以上、どのような成果がでるのか・継続していく意義があ

るのか等については検証しなければならない

• 次年度に女性の就労ニーズに係る調

査を実施し、町内だけでなく移住者候

補にどのようなニーズがあるのかを分析

する
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第二回検討会の主なご意見・対応の方向性（2/4）

プロジェクトごとに第二回検討会における主なご意見を整理

対応の方向性主なご意見施策

緑字：町長ご意見

青字：副町長ご意見

駅周辺地区

まちづくり

事業

• 施策については町内ヒアリング等も行いながら検討しているところだが、施設建設の

完了までの期間に置いて、どのように賑わいを作ることができるかが課題

• 検討会の委員については学識者の他、民間企業については京葉銀行や土地所有

者であるベルテクス等を想定

• ハード整備完了までの期間における施

策としてどのようなものがあるのか事例

を調査し、調査結果も踏まえ次年度

有識者会議等でご検討いただく

教育の充実

• STEAM教育について小学校・中学校では難易度が高くなじまない可能性もあるが、

総合課程で何らかの特色あるテーマ学習を進めていくことは可能

• 特色ある学習内容も重要だが、町においては学力テストの結果が低いことが課題。

教育水準を上げなければ移住者を呼び込むことが難しいのではないか。日本語能

力が十分でない外国人が多いので、難しい部分もあるが

⇒まちづくり構想の検討時の調査において、教育を重視する人間は成田・千葉を
選ぶ傾向にあり、そこと差別化を図るために横芝は教育ではなく自然の魅力等を
重視する人間を呼び込むようなポジショニングで整理していた（事務局）

• 全体の学力を底上げするのではなく、英語に注力して伸ばしていくということもあり

得る。以前英検の受験料補助等も行っていた。境町・松田町においては英語教

育に力を入れており参考になるのではないか。また、英語力強化と女性活躍を組

み合わせるとか、展開の可能性もあるかもしれない

• 特色あるテーマの教育だけでなく英語

教育・学力向上等についても事例を調

査し、移住者誘因の観点でどのような

施策の方向性があり得るか検討する
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第二回検討会の主なご意見・対応の方向性（3/4）

プロジェクトごとに第二回検討会における主なご意見を整理

対応の方向性主なご意見施策

屋形海岸

活用高度化

• 引き続きユニマットとのコミュニケーション

を続け、動き出しに対応できるよう準備

を進める

• ユニマットとは意見交換を続けており資料や情報の提供依頼が来ているものの、

具体的な検討状況や今後のスケジュールについては不明

• ユニマットは会長の決定権が強く、事業に着手すればスピーディに進んでいくことも

想定されるため、今後急激に動いていく可能性もある。八街の事業についても現在

かなりのスピード感で進んでいる

緑字：町長ご意見

青字：副町長ご意見

公共交通

高度化

• 自動運転バスについては、ダイヤ改正により利用者数が増加したところ。とはいえ、

開始から3年目となる中、このままの形で続けていくのか、方向性を変えていくのか

等は検討していかなければならない。次年度公共交通計画の改訂とも連動する

ものと認識

• 自動運転バスは、当初予定より国交省の補助率が下がって町の負担が大きく

なったこともあり、議会においても指摘されている状況。事業の適切性については

検証していく必要がある

• 小諸市においては、スクールバス車両を路線バスに活用する等の実証を行っており、

公共交通政策においてこのような取り組みは参考になるのではないか

• 成田空港行のバスについて、周辺自治体が個別に実施するだけでなく、もう少し

広域的に連携して施策検討していく必要がある

• 類似事例について調査を進め、次年

度公共交通計画の改訂検討に際して

当該施策の今後の在り方についても

検討を行う

栗山川活用

高度化
－ －
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第二回検討会の主なご意見・対応の方向性（4/4）

プロジェクトごとに第二回検討会における主なご意見を整理

IC周辺複合

拠点の開発
－

シティブランド

確立
－ －

その他

• 構想策定時に実施した調査等は今後の施策検討においても有用であるため、所

管課においては改めて内容を確認したうえで検討を進め、検討会に挑んでほしい

• 未来づくり課の開発事業等は随時報告があるが、報告が頻繁でない施策もある。

進捗状況等は随時報告するようにしてほしい

－

－

対応の方向性主なご意見施策

緑字：町長ご意見

青字：副町長ご意見
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第三回検討会の主なご意見・対応の方向性（1/3）

プロジェクトごとに第三回検討会における主なご意見を整理

対応の方向性主なご意見施策

既存市街地

価値向上

• 次年度進捗報告の際に事務局からも

状況を確認しながら進めていく

• 不動産事業者によると、物件の需要自体はあるが紹介できる土地がないというの

が現状。町からのイエステーションへの情報提供等に限らず、そもそも所有者の情

報掲載に係る心理的抵抗感の課題分析等も含め、どのような施策があり得るの

か考えていくべき

• 景観行政団体となる場合は町の事務負担も増えるので難しい部分はあるが、

立地適正化計画や総合計画の内容も踏まえ、整合が取れるようにまずは考え方

の整理を行っていきたい

緑字：町長ご意見

青字：副町長ご意見

居住区域誘導 ーー

女性に選ばれ

るまちづくり

• 過去セミナーにおけるアンケート結果を分析しているところではあるが、参加者がそれ

ほど多くない状況でもあったため、アンケート以外の手法でのニーズ調査についても

次年度検討していきたい

ー

西側新宅地

創出

• アクションプランの2026年に詳細調査

を追記する

• 令和6年の委託事業者とも議論し、当時の調査結果もベースにして過去に浸水被

害のあった地域に限定して詳細な調査を次年度進めていく予定となっている

教育の充実

• 英語教育の充実について、必要な施策は再来年度予算の要求に間に合うように、

一部施策であっても検討を先んじて進めていくべき

• 茨城県境町や神奈川県松田町からALTの配置拡充等の事例を聞いているもの

の、現状横芝光町としては新たな拡充施策は実施できていない。来年度施策

検討をするのであれば、全部でなくとも部分的に参考にできる部分はしてほしい

• 英語教育拡充に向けた新規取組みについては、学習指導要領との関係や、日本

人教師との役割分担、予算等が課題となる

• 次年度進捗報告の際に事務局からも

状況を確認しながら進めていく

• 他自治体の英語教育の事例について

情報共有する



13

第三回検討会の主なご意見・対応の方向性（2/3）

プロジェクトごとに第三回検討会における主なご意見を整理

対応の方向性主なご意見施策

緑字：町長ご意見

青字：副町長ご意見

公共交通

高度化

• 病院に通う高齢者の帰りの交通手段は課題となっている。タクシー等はあるにせよ、

より柔軟に公共交通の在り方を考えていきたい

• 公共ライドシェアについて現時点で具体的な検討は進んでいないが、来年度公共

交通計画の改訂の段階で検討する想定である

• アクションプランの2026年に公共ライド

シェアの初期検討を追加する

駅周辺地区

まちづくり

事業

• 開発の方向性や整備機能については構想案を作成し、現在はベルテクスに内容を

確認いただいている状況

• 10年以内に駅の北口整備、さらに10年以内に公共施設の整備等を考えているが、

長いスケジュールとなるので一時的な土地利用の在り方については検討が必要

• アクションプランについては、用地取得の観点で2028年の実証事業開始まではいた

らない想定であり、2028年は検討の段階にとどめておきたい

• アクションプランの2028年の取組みにつ

いて記載を修正

屋形海岸

活用高度化
ー

• ユニマットにおいて、こどもの国跡地に近接する日大セミナーハウスの利用可否を検

討しているところ、保安林に係る土地規制等については調整が必要となる認識

交流横断

• 合併20周年イベントは3つの事業を想定しており、1つ目は町主催、2つ目は町民

提案、3つ目は冠事業であり、町主催事業はイルミネーション装飾等を予定しており、

令和8年に事業者を選定し、年末ごろに実施予定である。

ー

栗山川活用

高度化

• ユニマットは屋形海岸だけでなく栗山川についても魅力を感じ、周辺の開発検討を

行っている認識。過去には県の方で整備した河川周辺のまちづくりに係る計画もあ

るため、そのあたりも参考にしつつ民間と公共の役割分担を検討したい

ー
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第三回検討会の主なご意見・対応の方向性（3/3）

プロジェクトごとに第三回検討会における主なご意見を整理

IC周辺複合

拠点の開発

• アクションプランに企業誘致検討を追

加する

シティブランド

確立

• 移住サイトの更新について来年度予算化の予定はなく、移住サイトの課題分析や

サイトの在り方を検討する予定で、更新に向けた精査を行う

• アクションプランの内容を「移住サイトの

更新・拡充」から「移住サイトの課題分

析」に修正し、2027年度に移住サイト

の更新・拡充を実施に修正する

その他
• 計画を立てるだけでなく、創意工夫の上で施策を実行に移し、成果につなげる

ためにどうすれば良いか所管課でしっかり考えてほしい
－

• 地権者と仮合意を2/3程度集めており、残りの方とも引き続き協議を行っている状

況

• 検討パートナーも従前から発言している通り土地造成地が目的なのではなく、土地

を購入する企業を呼び込むことが目的であり、まずは優先的に企業誘致の検討を

行っていく方針

• 県が空事業主体で空港直結道路を整備することが決定したため、それに合わせて

開発を推進していき、大きな効果を生み出していきたいという思いがある。一方で、

地権者との合意形成は性急に進めるのではなくしっかり取り組んでいきたい

対応の方向性主なご意見施策

緑字：町長ご意見

青字：副町長ご意見



1.まちづくり構想改訂案作成への支援

(1) 業務の実施概要

(2) 改訂の考え方
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横芝光町が目指すべき将来像（まちづくり構想策定時）

まちづくり構想の策定時には、横芝光町の将来像についてイメージを作成
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➢ 個性的な飲食店や、趣味性の高い
住居の集積を図り、定住者、観光客の
双方にとって魅力的な海岸エリアを創出

➢ サーファーなどをターゲットとして
想定したコワーキングスペースなどを
整備し、新たな働き方・暮らし方ができる
拠点を目指す

➢ 堤防上の道路

（管理用通路）の整備を
行い、川沿いのサイクリ
ングロードとして機能強
化を促進

➢ 多くの人が九十九里
浜の魅力を体感でき
るように、仮設建築
などを駆使したカフェ
などによる憩いの空
間を創出

➢ こどもの国跡地と栗
山川漁港等の活用
による交流拠点の
創出

➢ カヤックや釣りの
拠点にもなって
いる親水施設等を
中心に賑わいを
創出

出典：横芝光町

➢ 子育て世帯をターゲットと
して、ゆとりのある区画、
緑化に配慮した宅地を形成

➢ 住居と合わせて、住民が
交流を図ることができる
コミュニティスペースを創出

➢ 単身者や子育て
世帯をターゲットとした
多世代共生型の
まちづくりを促進

出典：COPLUS HP

出典：Marine&Farm HP出典：HOWSTAY HP出典：下北線路街 BONUS TRACK

出典：ニュースイッチHP

出典：楽天トラベルHP

出典：横芝光町

出典：青島ビーチパーク HP

出典：横芝光町土地利用ビジョン

出典：ビーチパークリビング HP

➢ 横芝光ＩＣ周辺に、

商業・製造業・物流業
の誘致に加えて、アウ
トドア向け交流エリア
を備える複合拠点を形
成

出典：横芝光町産業導入拠点形成戦略

➢ 本格的な田舎暮らしを
志向するターゲットを
誘引するため、空家の
円滑な流通を促進

出典：横芝光町



➢ 町と成田市方面を結ぶシャ
トルバス(横芝光号成田便)

の増便
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前期3か年における成果

前期3か年の施策推進を通し、各種開発に係る協定締結、海川利活用、
プロモーション検討など、まちづくり推進の土台が整備されてきた

出典：ニュースイッチHP

出典：楽天トラベルHP

➢ 西側宅地開発に係る地権者向け
説明会の開催

➢ 東側宅地開発に係る可能性調査
の完了および意向調査実施

➢ 旧横芝中学校跡地活用事業プロ
ポーザルの実施

➢ 移住子育て世帯住宅整備の開始

➢ 栗山川沿い堤防上道
路の舗装工事

出典：
横芝光町HP

出典：
横芝光町HP

➢ 駅利便性向上の
ためのエレベーター
設置

出典：
三枝組HP

➢ サイクルイベントの実施

出典：横芝光町観光まちづくり協会HP

➢ プロモーションを担う専門
人材の採用

➢ プロモーション戦略の策定

➢ 学童保育の開所時間延長

➢ 保育施設における給食費の助成

➢ 女性活躍のための在宅ワーク
セミナーの実施

➢ 星空観察会の
実施

出典：
横芝光町

➢ 観光ガイドマップの
作成

出典：
横芝光町HP

➢ 横芝IC周辺開発に
係る協定締結

➢ ジャパンエコトラック
へのサイクルルート登録

出典：
モンベルHP

➢ こどもの国跡地周辺開発に係
る協定締結

出典：
横芝光町
土地利用ビジョン

➢ 海・川の利活用に
向けた検討会の開催

➢ イベント開催に
向けた具体案の検討

➢ 自動運転実証事業の
開始

出典：
横芝光町

居住拠点に係る施策

余暇・交流拠点に係る施策

凡
例

➢ 横芝駅北口開発に
係る協定締結
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まちづくり構想における更新項目

まちづくり構想の基本的な考え方は変更せず、施策の推進状況等も踏まえて2028年の

ゴールイメージを修正し、新たなアクションプランを策定

◼これまでの施策進捗状況や推進の優先

順位を議論し、後半3カ年で注力するプ

ロジェクトを選定

◼各プロジェクトについて、実態に即した

形で2028年のゴールおよび3カ年

アクションプランを策定

◼アクションプランに基づき、2026年度

実施する施策の概要を作成

◼基本的な考え方等は変更しない想定

◼プロモーション戦略や海川の利活用検討

を通じ、より詳細な内容を追加できる

部分については追加
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目指すべき状態の更新

各施策について、2024年の現状を踏まえて実態に即したゴール設定を再定義

◼施策推進の中で生じた課題や新たに検討

した事項も踏まえ、目指すべきゴールおよび

2028年時点での状態定義をアップデート

◼施策の推進状況を踏まえ内容を適正化
Ex)西側・東側宅地創出については現状ストップ

しているため削除し、駅北側における開発を

施策として追加 等

◼各施策における2024年時点の状態を記載



20

アクションプランの作成

2028年の状態定義を踏まえ、後半3か年のアクションプランを作成する

◼2028年の状態定義を踏まえ、2026年

～2028年の各年度における実行施策

を再構成
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2026年度施策概要の作成

アクションプランを作成の上で、直近の2026年度実施施策については

事例調査等も踏まえて概要を整理する

◼2026年度実施予定の各施策について、

他地域の事例等も調査の上で施策概要

を作成
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対象プロジェクト・施策

後期アクションプランにおいては10プロジェクト15施策を位置づける想定

プロジェクト

既存市街地価値向上

女性に選ばれるまちづくり

公共交通高度化

屋形海岸活用高度化

栗山川活用高度化

シティブランド確立

駅周辺のまちづくり

IC周辺複合拠点の開発

新宅地創出

施策

立地適正化計画による居住区域誘導

西側新宅地における多世代共生型住宅地の創出

既存市街地における景観誘導

育児負担の軽減

女性の活躍支援

特色ある教育カリキュラムの展開

持続可能な空港アクセスの検討

横芝駅周辺の開発構想検討

検討体制整備

海岸部の活用高度化

栗山川沿いの回遊性向上

横芝ＩＣ周辺における開発検討

統一的・中長期的なプロモーション体制等の構築

効率的かつ効果的なプロモーションの実行

教育の充実

魅力ある空家の有効活用

都市

建設課

健康

こども課

企画

空港課
教育課

教育課

企画

空港課

未来

づくり課

産業課
未来

づくり課

都市

建設課

産業課
未来

づくり課

都市

建設課

未来

づくり課

企画

空港課
総務課

所管課

都市

建設課
産業課

未来

づくり課
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2.まちづくり構想改訂案

(1) 2028年度に目指すべきゴール

(2) 後期3か年アクションプラン

(3) 次年度施策概要



西
側
新
宅
地
創
出

西側新宅地における

多世代共生型

住宅地の創出

• 開発区域が農振農用地に該当するため、

農振除外のための手続きに時間を要するこ

とが判明し、当初計画からの遅れが見込ま

れるところ

• まちづくり構想策定時には土地利用規制の

手続きを終え、着工可能な状態を目指して

いたが、現時点ではその状況にない

• 排水インフラ整備や農振除外

等、新宅地創出に当たっての環

境的・制度的条件が充足され、

開発事業が着工可能となってい

る状態
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2028年の目指すべきゴール（1/10）

横芝光町がターゲットの居住地候補として検討されるよう、都市機能の効果的な発現と

宅地整備を進める

• 居住環境の整備等に係る

今後の計画が明確化されるとと

もに当該内容が町内外に

認知され、成田空港関係

従業員をはじめとした新たな

移住者候補の居住地候補

の一つとしてのポジションを

横芝光町が築けている状態

居
住
区
域
誘
導

立地適正化計画

による居住区域誘導

―

（新規追加プロジェクト）

• 立地適正化計画に基づく居住

誘導区域や都市機能誘導区

域が認知され誘導施策が実行

されている状況

2028年度末時点の

まちとしての目指すべきゴール方針

2024年度における

目指すべき状態とのギャップ

2028年度末時点で

横芝光町役場が目指すべき状態

ゴール達成の

ための課題例
◼ 宅地開発に向けた具体的な制約課題特定および有効な対応方策の検討

◼ 上記実行に当たっての予算措置・手続推進
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2028年の目指すべきゴール（2/10）

移住者の誘因につながる居住物件の事例を創出すべく、景観誘導施策の具体化・

空き家バンクの成約拡大につながる施策を推進していく

• 魅力的な物件・施設形成の

ためのモデルケースとして、移住

者のニーズに応える空き家の

有効活用事例が創出し始めて

いる状態

既
存
市
街
地
価
値
向
上

• 関連する開発計画の内容も

踏まえ、どのように景観誘導施

策を進めていくべきか、スキームと

プロセスが具体化されている

状態

2028年度末時点の

まちとしての目指すべきゴール

2024年度における

目指すべき状態とのギャップ

2028年度末時点で

横芝光町役場が目指すべき状態

既存市街地における

景観誘導

魅力ある空家の

有効活用

• 一般的な情報としての景観誘導施策につい

て整理済であり、今後の実行に向けた手法

検討材料が一定充足している状況

• 一方で、横芝光町の現況を踏まえ、具体的

にどのような手法を選択し、どのように進めて

いくかの具体化がまだされていない状況

• 空き家バンク等の既存の取組み実行につい

ては問題なく進んでいる者の、さらなる普及

に向けた検討には至っていない状況

• また、既存の取組みだけでなく、借り上げ賃

貸等の新たな施策実行に向けた検討は推

進できていない

方針

• 空き家対策協議会において、

空きバンクによる成約数拡大に

向けた具体的な方策が議論

され、一部実行に移されている

状態

ゴール達成の

ための課題例

◼ 景観誘導に係るまちとしての目指すべき方向性の明確化

◼ まちづくりに係る関連SHの理解促進

◼ 空き家バンクの活用拡大・戸建て賃貸物件の増加に向けた事例研究
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2028年の目指すべきゴール（3/10）

育児負担に係る横芝光町の優位性が外部に認知されるとともに、ニーズに適した女性

就労の事例を創出することを目指す

• 育児負担軽減・女性活躍推進

等の観点で、横芝光町が周辺

自治体と比較して優位性を持っ

ていることが効果的に発信され、

ターゲットとなる移住候補者に

認知され始めている状態

•小学校特別教室の活用に係る

関係者間での合意がなされ、

待機児童が一定解消されて

いる状態

2028年度末時点の

まちとしての目指すべきゴール

2024年度における

目指すべき状態とのギャップ

2028年度末時点で

横芝光町役場が目指すべき状態方針

• 現状のまちにおける女性就労の

ニーズだけでなく、移住者による

潜在的な女性就労ニーズを

把握した上で、ニーズに適した

施策を初期的に実行し、女性

就労者数が増え始めている状

態

女
性
に
選
ば
れ
る
ま
ち
づ
く
り

育児負担の軽減

• 当初予定していた育児負担軽減施策にお

いては実行に移されており、当初目標との

ギャップはない

• 他方で、待機児童の解消に向けた小学校

特別教室の利用等については調整中の段

階であり、育児負担軽減施策については引

き続きの検討が必要

女性の活躍支援

• 概ね当初予定通りに施策を推進できており、

当初予定との大きなギャップはない

• 一方で、女性の就職支援について、明確な

就労ニーズは現状確認されておらず、施策

の在り方については今後の検討が必要

ゴール達成の

ための課題例

◼ 育児負担についての町外に対する効果的なPR

◼ 既存の女性就労セミナー成果に係る分析

◼ 女性の就労促進のための就職先企業の模索
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2028年の目指すべきゴール（4/10）

横芝光町の特色ある教育カリキュラム展開が外部に認知され、子育て世帯の流入の後押

しとなることを目指す

• 特色ある教育プログラムの内容

や英語学習の注力度合等が町

内外に対して効果的に発信され、

ターゲットとなる移住候補者に

認知され始めている状態

• 小学校の新校舎建設を契機に

特色ある教育プログラムを展開

し、域外における子育て世帯に

当該取組みが認知され始めて

いる状態

• 試験的に導入された教育カリ

キュラムについて、本格実装に

向けたの課題等を把握し、今後

の検討の方向性が明確になって

いる状態

2028年度末時点の

まちとしての目指すべきゴール

2024年度における

目指すべき状態とのギャップ

2028年度末時点で

横芝光町役場が目指すべき状態方針

教
育
の
充
実

特色ある教育

カリキュラムの展開

―

（新規追加プロジェクト）

ゴール達成の

ための課題例

◼ プログラム検討に当たっての軸となる考え方の整理

◼ 教育現場における負担軽減

◼ 教育充実についての移住候補者への効果的なPR
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2028年の目指すべきゴール（5/10）

バスの増便のみならず、利用者の更なる拡大に向けた多面的な施策検討を推進

• 空港関連従業員・横芝光町民

の双方において、バスがアクセス

手段として認識・利用され、

定常利用者が2024年度時点

と比較して増加している状態

2028年度末時点の

まちとしての目指すべきゴール

2024年度における

目指すべき状態とのギャップ

2028年度末時点で

横芝光町役場が目指すべき状態方針

• 既存のバス路線を拡充するだけ

でなく、運行における合理化や

公共ライドシェア等の新規施策

を拡充検討し、居住者・訪問者

にとっての交通利便性に係る

障壁が一定軽減されている

状態

公
共
交
通
高
度
化

• 2024年度の目標に対して、当初予定通り

進捗

持続可能な

空港アクセスの検討

ゴール達成の

ための課題例

◼ 運行企業・関係企業・隣接自治体等のSHとの円滑な調整・合意

◼ 事例研究等を通じた適切な施策スキームの検討

◼ 交通の合理化・利便性鵜向上に係る町外への訴求
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2028年の目指すべきゴール（6/10）

関係者との合意形成、必要な調査・手続等を推進した上で、2028年度末時点で

着工可能なステータスを目指す

• 土地所有者と横芝光町の間で、

まちづくり構想の合意形成が完

了し、まちづくり構想や都市計

画が町民に周知されている状態

• ハード整備が整うまでの期間で、

試験的な実証がなされ、まちづ

くりの方向性や現状の取組み

内容などが町民や域外の方に

認知されている状態

2028年度末時点の

まちとしての目指すべきゴール

2024年度における

目指すべき状態とのギャップ

2028年度末時点で

横芝光町役場が目指すべき状態方針

• 必要な調査および事業計画

策定等を完了したうえで、開発

事業着手に向けた課題への

対応・SHとの必要な調整が完

了している状態

• にぎわい創出に向けた試験的な

実証を踏まえて、施設整備完

了まで・完了以降の今後の

まちづくりの方向性が一定明確

化されている状態

駅
周
辺
の
ま
ち
づ
く
り

横芝駅周辺まちづくり
―

（新規追加プロジェクト）

ゴール達成の

ための課題例

◼ 駅南北の連携に向けたJRとの調整

◼ 周辺の住民への説明・意見調整

◼ ニーズを踏まえた開発方針・手法の明確化
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2028年の目指すべきゴール（7/10）

まち全体としての検討体制構築・ソフト事業の拡大・まちとしてのハード整備ビジョンの具体

化を経て、移住者の増加を目指す

• 空港関連従業員をはじめとする

誘致ターゲットにおいて、週末等

に訪れる場所として屋形海岸が

認知され、交流人口・関係人

口が拡大している状態

• 町外からの訪問客のみならず、

町内住民が海・川・星を中心と

した横芝光町の魅力を実感で

きている状態

• 県内他市町村や都心からの移

住先として横芝光町が候補とな

り得、実際に移住者が増え始

めている状態

2028年度末時点の

まちとしての目指すべきゴール

2024年度における

目指すべき状態とのギャップ

2028年度末時点で

横芝光町役場が目指すべき状態方針

• サーフィンなどのアクティビティを

を核としたイベントが開催され、

町外からの誘客活動が一定

定着している状態

屋
形
海
岸
活
用
高
度
化

検討体制整備

海岸部の活用高度化

・マリンピアくりやまがわ

の活用高度化

・こどもの国跡地・栗山

川漁港の活用

・屋形市街地の魅力

向上

• 海・川利活用に向けた検討体制整備が一

定進んだものの、政策全体の統括・調整機

能を発現するには至っていない

• 屋形海岸活用高度化に向けた関係者との

調整が推進され、開発に向けた体制が整備

されたところ

• 一方で、周辺環境整備に係るハード事業検

討についてはまだ検討が十分具体化してい

ない状況

• また、イベント開催等のソフト事業についても、

星空観察会以外のものが現状定着しておら

ず、大規模な誘客にはつながっていない

• 屋形海岸周辺において必要と

なるハード整備、エリア全体に

おける開発の方向性について町

としてのイメージを具体化したう

えで活用検討パートナーと内容

について合意し、今後の進め方

が明確化された状態

• 関係SHからの意見聴取、関係

SHへの情報共有を定期的に

行う枠組みが整備され、まち全

体としての合意形成が図られる

とともに、関係者から必要な協

力が得られる状態

ゴール達成の

ための課題例

◼ 関係SHにおける施策検討への関与

◼ 開発事業者の検討動向・ニーズ等の適切な把握

◼ 開発において想定される課題・必要手続等の明確化



31

2028年の目指すべきゴール（8/10）

既存施設の更新・整備、利便性向上に向けたハード整備要件の具体化、サイクル

以外も含めたイベント拡大により、移住者の増加を目指す

• 空港関連従業員をはじめとする

誘致ターゲットにおいて、週末等

に訪れる場所として栗山川が認

知され、交流人口・関係人口が

拡大している状態

• 町外からの訪問客のみならず、

町内住民が海・川・星を中心と

した横芝光町の魅力を実感で

きている状態

• 県内他市町村や都心からの移

住先として横芝光町が候補とな

り得、実際に移住者が増え始

めている状態

2028年度末時点の

まちとしての目指すべきゴール

2024年度における

目指すべき状態とのギャップ

2028年度末時点で

横芝光町役場が目指すべき状態方針

栗
山
川
活
用
高
度
化

• レンタサイクルステーションの創設

等、サイクルルートにおける利便

性向上のため新たに必要なハー

ド整備の要件が明確化され、実

現に向けた事業検討が進んでい

る状態

栗山川沿いの

回遊性向上

• サイクルルートの整備やサイクルイベントの開

催により、河川沿いにおけるサイクリングコン

テンツが実施できる状況となっており、一定

予定通りに推進

• 一方で、周辺におけるハード面の整備・サイ

クル以外のイベント開催については推進しき

れておらず、後期3か年において検討を推進

していく必要がある

• マルシェなど、サイクリング以外も

含めた幅広い訪問客が楽しめる

イベントが継続的に開催されて

いる状態

• サイクリングロードの整備・親水

施設のリニューアルなど既存

施設の整備・更新が推進され、

より過ごしやすい河川周辺空間

が形成されている状態

ゴール達成の

ための課題例

◼ モンベルフレンドエリア九十九里連絡協議会 サイクル部会における今後の活動方針の明確化・関係者間での合意形成

◼ 予算状況も踏まえたハード整備・除草事業等の適切な手法検討

◼ 親水施設整備等に係る千葉県との調整
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2028年の目指すべきゴール（9/10）

関係者との合意形成、必要な調査・手続等を推進した上で、2028年度末時点で

着工可能なステータスを目指す

• 開発事業者と横芝光町の間で

具体的な開発構想の合意

形成が完了し、周辺住民・事

業者等との理解も得て、開発

事業者による着工が可能な状

態

2028年度末時点の

まちとしての目指すべきゴール

2024年度における

目指すべき状態とのギャップ

2028年度末時点で

横芝光町役場が目指すべき状態方針

• 開発において必要となる調査・

手続等を完了するとともに、

具体的な開発計画を策定し、

土地所有者から合意形成が図

られている状況

―

Ｉ
Ｃ
周
辺
複
合
拠
点
の
開
発

横芝光IC

周辺産業用地整備

ゴール達成の

ための課題例

◼ 開発事業完了後を見据えた誘致企業候補の特定・誘致活動の実施

◼ 対象地域周辺における居住地・景観等の維持

◼ 地権者等との合意形成
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2028年の目指すべきゴール（10/10）

統一的なコンセプトのもとでプロモーション施策の高度化・効率化を図り、移住者候補とな

るセグメントから一定の認知を得ることを目指す

• 空港関連従業員や都心在住

者に対し、ブランドコンセプトが

一定認知され、居住者の誘致

が進んでいる状態

2028年度末時点の

まちとしての目指すべきゴール

2024年度における

目指すべき状態とのギャップ

2028年度末時点で

横芝光町役場が目指すべき状態方針

• プロモーション戦略に基づき、統

一的なコンセプトのもとで施策を

推進するとともに、効果測定や

フィードバックのサイクルが機能し

プロモーション活動の高度化・効

率化が図られている状態

• 2024年度の目標に対して、当初予定通り

進捗

シ
テ
ィ
ブ
ラ
ン
ド
確
立

ゴール達成の

ための課題例

◼ 関係各課におけるプロモーションの方針・コンセプトの共通認識化および効果的なプロモーション実行のための体制整備

◼ 効果測定・フィードバックのサイクルを適切に行うための手法検討

◼ プロモーションの実行におけるペイドメディア・ノンペイドメディアの使い分けを明確化するとともに、必要となるプロモーション

予算を措置

統一的・中長期的な

プロモーション

体制等の構築

効率的かつ効果的な

プロモーションの実行
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2.まちづくり構想改訂案

(1) 2028年度に目指すべきゴール

(2) 後期3か年アクションプラン

(3) 次年度施策概要



2027年度 2028年度2026年度

ま
ち
づ
く
り
構
想
の
再
検
討

ゴールイメージ

新
宅
地
創
出

◼ 立地適正化計画に基づく居住誘導

区域や都市機能誘導区域が認知さ

れ誘導施策が実行されている状況

2028年度末に向けた3ヵ年アクションプラン(1/5)

立
地
適
正
化
計
画
に
よ
る

居
住
区
域
誘
導

西
側
新
宅
地
に
お
け
る

多
世
代
共
生
型
住
宅
地
の
創
出

既
存
市
街
地

に
お
け
る
景
観
誘
導

既
存
市
街
地
価
値
向
上

魅
力
あ
る
空
家
の

有
効
活
用

➢ 居住誘導施策の検討 継続

➢ 立地適正化計画の策定

➢ 類似事例の調査・ヒアリング

➢ 宅地創出に当たっての詳細調査・

現状課題整理（排水容量等）

➢ 地元調整

➢ 開発手続の実施➢ 課題に対する対応手法検討

➢ 開発事業者との調整

◼ 排水インフラ整備や農振除外等、

新宅地創出に当たっての環境的・

制度的条件が充足され、開発事業

が着工可能となっている状態

◼ 関連する開発計画の内容も踏まえ、

どのように景観誘導施策を進めていく

べきか、手法やスケジュールが具体化

されている状態

◼ 空き家対策協議会において、空き家

バンクによる成約数拡大に向けた

具体的な方策が議論され、一部

実行に移されている状態

➢ 景観誘導に係る手法検討 継続

➢ 必要手続の洗い出し

➢ 必要手続の実施

➢ 住民との合意形成

➢ 関連計画への位置づけ

➢ 対策協議会における方針検討 継続

➢ 連携事業者の洗い出し・調整

➢ 対策協議会における合意

➢ 連携事業者の選定・協定等締結

➢ 新たな形態による空き家

バンク運営開始

➢ 居住誘導施策の実行・拡充
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2027年度 2028年度2026年度

ま
ち
づ
く
り
構
想
の
再
検
討

ゴールイメージ

◼ 放課後児童クラブの待機児童が一

定解消されている状態

◼ 居住者誘因の一因となる新たな

子育て支援施策が検討され、かつ

その内容が町外住民にも認識されて

いる状態

2028年度末に向けた3ヵ年アクションプラン(2/5)

育
児
負
担
の
軽
減

女
性
の
活
躍
支
援

継続➢ タイムシェアによる小学校特別教室

の活用開始

➢ 女性活躍セミナーの開催

➢ 地域内外における女性の就労ニーズ

調査

➢ ターゲットニーズに即した支援

施策の展開

（両立セミナーの開催等）

➢ 調査結果を踏まえた今後の施策

検討

◼ 現状のまちにおける女性就労のニーズ

だけでなく、移住者による潜在的な

女性就労ニーズを把握した上で、

ニーズに適した施策を初期的に実行

し、女性就労者数が増え始めている

状態

◼ 小学校の新校舎建設を契機に特色

ある教育プログラムを展開し、域外に

おける子育て世帯に当該取組みが認

知され始めている状態

◼ 試験的に導入された教育カリキュラム

について、本格実装に

向けたの課題等を把握し、今後の検

討の方向性が明確になっている状態

➢ 待機児童に係る現状調査

➢ 新たな育児負担軽減施策の検討

継続 ➢ 助成施策の地域外への周知

（PR施策と連動）

特
色
あ
る
教
育

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
展
開

➢ 総合課程における特色ある

教育プログラムの検討・調査

➢ 関連事業者・他自治体等への

ヒアリング

➢ 新たな教育プログラムの試験的

導入

➢ 英語学習の強化施策に係る検討・

調査

➢ 関連事業者・他自治体等への

ヒアリング

➢ 新たな教育プログラムの試験的

導入

女
性
に
選
ば
れ
る
ま
ち
づ
く
り

教
育
の
充
実
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2027年度 2028年度2026年度 ゴールイメージ

2028年度末に向けた3ヵ年アクションプラン(3/5)

持
続
可
能
な

空
港
ア
ク
セ
ス
の
検
討

公
共
交
通
高
度
化

横
芝
駅
周
辺
の

開
発
構
想
検
討

◼ 既存のバス路線を拡充するだけでなく、

運行における合理化や公共ライド

シェア等の新規施策を拡充検討し、

居住者・訪問者にとっての交通利便

性に係る障壁が一定軽減されている

状態

◼ 必要な調査および事業計画策定等

を完了したうえで、開発事業着手に

向けた課題への対応・関係者との

必要な調整が完了している状態

駅
周
辺
の
ま
ち
づ
く
り

ま
ち
づ
く
り
構
想
の
再
検
討

➢ 地域公共交通計画の改訂

（立地適正化計画との連動）

➢ バス路線の合理化・再編検討 継続

➢ 周辺開発のための基盤整備調査

➢ 有識者会議における検討

➢ 整備すべき機能要件の整理

➢ 誘致すべき民間事業者の導出

➢ 事業者への意向確認・調整

➢ 関係者との合意

➢ 開発着手に向けた手続の推進
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➢ 既存車両を用いた公共ライドシェア

に係る導入・手法等の初期検討

➢ 関係事業者と協議、協力に向けた

手続き推進

➢ 交通施策の推進を踏まえた地域

公共交通計画の更新・修正検討 継続
➢ 新たな交通施策の実施に当たっての

事例研究・SHとの意見交換

➢ 実証事業の検討➢ 整備期間中における賑わい創出の

施策検討・事例研究

➢ 賑わい創出に向けたSHとの

合意形成・事業者との調整

継続



2027年度 2028年度2026年度 ゴールイメージ

交
流
横
断

◼ 関係者からの意見聴取、関係者へ

の情報共有を定期的に行う枠組み

が整備され、まち全体としての合意

形成が図られるとともに、関係者から

必要な協力が得られる状態

2028年度末に向けた3ヵ年アクションプラン(4/5)

検
討

体
制
整
備

海
岸
部
の
活
用
高
度
化

継続➢ 合併20周年イベントの開催

◼ 屋形海岸周辺において必要となる

ハード整備、エリア全体における開発

の方向性について町としてのイメージを

具体化したうえで活用検討パートナー

と内容について合意し、今後の進め

方が明確化された状態

◼ サーフィンなどのアクティビティを核とし

たイベントが開催され、町外からの誘

客活動が一定定着している状態

◼ サイクリングロードの整備・親水施設

のリニューアルなど既存施設の整備・

更新が推進され、より過ごしやすい河

川周辺空間が形成されている状態

◼ レンタサイクルステーションの創設等、

サイクルルートにおける利便性向上の

ため新たに必要なハード整備の要件

が明確化され、実現に向けた事業検

討が進んでいる状態

◼ マルシェなど、サイクリング以外も含め

た幅広い訪問客が楽しめるイベントが

継続的に開催されている状態

◼ 開発において必要となる調査・手続

等を完了するとともに、具体的な

開発計画を策定し、土地所有者か

ら合意形成が図られている状況

屋
形
海
岸
活
用
高
度
化

栗
山
川
活
用
高
度
化

複
合
拠
点
整
備

横
芝
Ｉ
Ｃ
周
辺

に
お
け
る
開
発
検
討

栗
山
川
沿
い
の
回
遊
性
向
上

ま
ち
づ
く
り
構
想
の
再
検
討

➢ イベント実績を踏まえた

課題分析

➢ 町内SHとの協議・検討体制整備

➢ 海・川・星を活かしたイベントの開催

➢ 活用検討パートナーの検討状況・

意向把握
継続

➢ 今後必要となり得る開発関連手続

の洗い出し・対応検討

➢ 千葉県との調整 継続

➢ 海岸部施設に係る事業者・町の

管理の在り方検討
➢ 活用検討パートナーおよび千葉県と

の今後の開発方針合意

継続 ➢ 事業着手に向けた法令続等の推進

➢ ジャパンエコトラックおよび周辺

におけるサイクルイベントの開催
継続

➢ 栗山川周辺における必要施設・

機能および整備方針の検討

➢ 今後の施設整備に係る事業者の

模索

➢ 親水施設・周辺道路等整備に係る

県との調整
継続

➢ 施設整備の一部着手

➢ 事業化に向けた具体的な

調査・設計

➢ 地権者との合意形成 継続

➢ 調査を踏まえた必要施設・機能の

具体化

➢ 関係者との調整

➢ 土地区画整理事業としての採択

➢ 誘致企業の検討



2027年度 2028年度2026年度 ゴールイメージ

シ
テ
ィ
ブ
ラ
ン
ド
確
立

◼ プロモーションの統括担当を中心に、

各所管課における施策PRの体制が

整備されている状態

◼ 効果的なプロモーション推進に向け、

各施策担当が必要な知識・スキルを

一定身に着けて効果的なPRが可能

となっている状態

2028年度末に向けた3ヵ年アクションプラン(5/5)

統
一
的
・
中
長
期
的
な

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
体
制
等
の
構
築

➢ プロモーション知見に係る各所管課

への横展開・人材育成

◼ 空港関連従業員や都心在住者に

対し、ブランドコンセプトが一定認知さ

れ、交流人口・関係人口が増加する

とともに、居住者誘致が一定進んで

いる状態

ま
ち
づ
く
り
構
想
の
再
検
討

効
率
的
か
つ
効
果
的
な

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
実
行

継続

➢ 移住定住サイトの課題分析

➢ SNS等を通じた発信強化 継続

➢ 体験交流会の開催による関係人口

創出
継続

➢ 居住者獲得のための効果的なプロ

モーション実施体制の検討

（役割分担等）

➢ プロモーション成果に係る効果検証

サイクルの構築・運用
継続

39

➢ 移住定住サイトの更新検討 継続
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2.まちづくり構想改訂案

(1) 2028年度に目指すべきゴール

(2) 後期3か年アクションプラン

(3) 次年度施策概要
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次年度施策概要等の作成の考え方

2026年度の実施施策について、どのような検討が必要か初期的に整理

◼ 2026年度の実施施策として位置づけられた

ものについて、実施事項を詳細化

◼ 実施事項の検討に当たっては、他地域に

おける事例を参照
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次年度施策概要の類型化

検討段階の施策については検討事項を整理し、実行することが決まっている施策は
類似の事例を整理する

施策の実行

内部検討

分類 検討すべき事項

外部調整

1.立地適正化計画による居住区域誘導

3.既存市街地における景観誘導

6.女性の活躍支援

7.特色ある教育カリキュラムの展開

12.栗山川沿いの回遊性向上

2.西側新宅地における多世代共生型住宅地の創出

4.魅力ある空家の有効活用

8.持続可能な空港アクセスの検討

9.横芝駅周辺の開発構想検討

11.屋形海岸活用高度化

5.育児負担の軽減

10.検討体制整備

13.横芝ＩＣ周辺における開発検討

14.統一的・中長期的なプロモーション体制等の構築

15.効率的かつ効果的なプロモーションの実行

対象施策

2028年のゴールに向けた新規施策

実施のために、他地域の事例等も

踏まえて所管課および関係課に

おいて施策内容スキーム等を検討

する必要があるもの

2028年のゴールに向けた新規施策

実施のために、外部関係者との

調整・事業者からのヒアリング等を

行い、施策実行に向けた準備を

推進する必要があるもの

前期3か年の取組の延長として

継続実施する施策や、R7補正

予算またはR8当初予算の裏付け

がある施策など、何を・どのように

実施するか明確化されているもの

① 他地域の取組み事例・関連

規制等の調査

② 施策内容・スキーム等の洗出し

③ 実施すべき施策の評価

（予算制約・有効性 等）

④ 次年度以降の検討事項整理

① 既存情報・内部検討状況の

整理

② 関係者に対するコミュニケー

ション方針の整理

③ 調整・ヒアリング等の実施

④ 上記を踏まえた今後の検討

事項整理

－

類似事例の内容を整理し、

実行に当たっての参考とする

概要

施
策
の
検
討
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1.立地適正化計画の策定/居住誘導施策の検討（居住区画誘導）

他自治体を参考に居住誘導施策の候補を洗い出し、横芝光町の現況にあった施策を選

定し、必要な制度スキームなどを検討する

目的

関連事例

◼ 居住誘導地域における集中的な都市機能の

発現のため、居住者にとって有効な助成施策を

検討する

◼ 富山県富山市：

個人向け住宅取得や建設事業者の建設

費用補助を実施

◼ 参考事例：富山市におけるまちなか居住推進事業（リーフレット抜粋）

実施事項

① 他地域における立地適正化計画に紐づく

居住支援施策の調査

② 施策パターンの整理

（助成の対象・スキーム等）

③ 予算制約および横芝光町における有用性の

検討

④ 立地適正化計画への反映、必要予算、

補助要件等今後の検討事項整理

今後想定

される課題

◼ 条例等制度面における対応

◼ 施策内容の効果的な周知

◼ 費用対効果の事前検証

◼ 必要予算の積算

内部検討
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2.宅地創出に当たっての現状課題整理/類似事例の調査・ヒアリング（多世代共生型住宅地の創出）

実務的課題および制度的課題にどういった課題があるかをヒアリングや事例調査を踏まえ

て整理し、開発事業者と開発可能性を高める条件を模索していく

目的

実施事項

今後想定

される課題

◼ 今後の宅地開発推進に向け、ボトルネックと

なっている排水処理手法について実現可能な

施策候補を検討し、今後どのような検討を

すべきかの方向性を明らかにし、解決に向けた

アクションに着手する

① 過去調査や現状の開発計画を踏まえた課題

整理・制約条件の明確化

② 開発事業者、調査会社、他自治体等への

ヒアリング

③ ヒアリング結果を踏まえた施策案の検討

➢ ヒアリング結果や事例調査を踏まえた施策

案の洗い出し

➢ 有効性（排水可能処理量）と制約面

（制度面・予算面）からの施策評価

④ 今後の実施事項整理

(開発事業者との調整、県への働きかけ 等)

◼ 予算制約面での実現可能性検証

◼ 開発スケジュールを踏まえた事業者との調整

◼ 県担当部局との調整

課題整理の手順イメージ

調査事業者への

ヒアリング
◼ 実用的な課題および制度的な課題それぞれの観

点でどういった課題があったかを整理

ヒアリング結果を

踏まえた

他自治体の

事例調査

◼ 実用的な課題をベースに、他自治体の類似事例

調査を行い、課題解決するうえでの留意点や制度

上の課題が発生しないかなどを確認

◼ 収集した課題の解決方法を検討・整理

開発事業者への

ヒアリング

◼ 収集課題および解決方法を踏まえて、開発事業

者にヒアリングを実施し、ノックアウトファクターの有

無や開発可能性を高める条件・方法を確認し、課

題の影響度を評価

外部調整
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3.景観誘導に係る手法検討（既存市街地における景観誘導）

昨年度調査結果も踏まえてどのような手法によって景観誘導を進めていくべきか検討する

目的

実施事項

◼ 関連する開発計画の内容も踏まえ、どのよう

に景観誘導施策を進めていくべきか、景観

誘導施策のスキーム等を具体化する

① 過去調査結果の整理・必要に応じて他地域

の追加事例調査

※ 景観誘導に係る他地域事例・手法の

類型等は昨年度に一定調査済

②③スキームごとの実現性・有効性評価

➢ 必要に応じて他地域等へのヒアリングを実

施

④ 今後必要となる手続等の整理

関連事例

◼ 千葉県香取市：法令等に基づく規制

◼ 富山県：法令等によらない協力要請

◼ 兵庫県神戸市：景観市民団体による自主

規制

◼ 北海道東川町：景観協定の締結

今後想定

される課題

◼ 条例等制度面における対応

◼ 施策内容の効果的な周知

◼ 費用対効果の事前検証

◼ 必要予算の積算

景観誘導に係る施策類型

内部検討
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3.景観誘導に係る手法検討（既存市街地における景観誘導）

【参考】検討すべき論点

他自治体における景観誘導の事例について

横芝光町で参考にし得る情報は何か

【How】

実施手法

景観誘導を実現する手法として

どのようなスキームがあり得るのか

【What】

実施内容

建築物等に係る具体的な規制

内容としてどのようなものがあるか

【Why】

実施目的

どのような背景・目的の下で景観

誘導に係る取り組みが行われて

いるのか

どのような目的に対してどのような規制内容があり得るのか把握した上で、

まちづくり構想の方向性に照らしてどのような取り組みを行うべきかを検討する

手法ごとの実行難易度を整理し、

まちづくり構想のタイムスパンを

踏まえて現実的な手法を検討する

検討済（前頁参照） 未検討 未検討
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3.景観誘導に係る手法検討（既存市街地における景観誘導）

【参考】許可制度/届出制度の事例

◼ 景観計画・景観条例に基づき、工事に際しては届出が必要

◼ 届出に際してはその工事内容について市との協議が必要となる

◼ 文化財保護法に基づき、工事に際しては許可が必要

◼ 許可基準についてはあらかじめ市が設定

出典：香取市HP等を基に、デロイト作成
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3.景観誘導に係る手法検討（既存市街地における景観誘導）

【参考】協力要請の事例

出典：富山県HP等を基に、デロイト作成
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3.景観誘導に係る手法検討（既存市街地における景観誘導）

【参考】自主規制の事例

参照： 神戸市HP等を基に、デロイト作成
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3.景観誘導に係る手法検討（既存市街地における景観誘導）

【参考】景観協定の事例

参照： 東川町HP等を基に、デロイト作成
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4.対策協議会における方針検討（魅力ある空家の有効活用）

空き家バンクを自治体のみで展開するのではなく、民間の不動産仲介業者と協力し、情

報提供を行うことで、空き家の流通拡大が可能となる

目的

◼ 移住者のニーズに応える空き家の有効活用

事例を創出するため、民間企業・団体等との

連携に向けた方針について関係者との合意

経営を得る

◼ 参考事例：大台町における空き家情報共有システム構築によるリ

ノベーション促進事業

実施事項

① 他地域における事例の整理

➢ 既存調査結果の確認・必要に応じて追加

調査

➢ 事例自治体へのヒアリング

② 協議会における議論方針の策定

➢ 議論すべきアジェンダ・確認事項の整理

➢ 協議会のための資料作成

③ 協議会における議論・合意形成

④ 今後の検討事項整理

➢ 予算の裏付け

➢ 連携プレイヤーの模索

今後想定

される課題

◼ 協議会内の合意形成

◼ 連携すべきプレイヤーにとってのメリット訴求

関連事例

◼ 三重県大台町：空き家バンクの運営を行う

委託事業者である社団法人が所有者・買

手・仲介業者と情報共有し空き家流通拡大

外部調整

参照： 大台町HP等を基に、デロイト作成
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5.タイムシェアによる小学校特別教室の活用開始（育児負担の軽減）

参考事例：一体型の放課後子供教室及び放課後児童クラブへの転用（空き教室活用）

青森県青森市では、子供の放課後における安全・安心な居場所を確保するため、余裕教

室を活用して、放課後子供教室と放課後児童クラブを開設している

事例概要

事業名・呼称
一体型の放課後子供教室及び放課後児童クラブ

への転用

場所 ⻘森県⻘森市

運営主体
⻘森県⻘森市子育て支援課

⻘森市教育委員会事務局社会教育課

特徴

◼ 安全・安心な居場所を確保するため、平成28年

度には市内全小学校区(45校)に放課後子供教

室を開設(うち9校で余裕教室を活用)し、設置を

希望する全ての小学校区に放課後児童クラブを

整備(うち32校で余裕教室を活用)

◼ 放課後子供教室と放課後児童クラブの児童の

受け渡しについては、必ずスタッフが同行し、安全

を確保

出典：文部科学省「子供と地域を元気にする余裕教室の活用」等を基に、デロイト作成

施策の実行
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6.地域内外における女性の就労ニーズ調査（女性の活躍支援）

既存情報で不足している箇所を重点的にアンケート等で調査を実施し、地域内外の女性

の就労ニーズを把握する

目的

◼ 女性就労支援を居住者の誘因材料とすべく、

町内外の女性就労ニーズとして具体的にどの

ような働き方・仕事内容等があるのかを分析

する

実施事項

① 他地域における事例の整理

➢ 過去セミナー実績におけるアンケート内容

➢ 女性就労支援施策の推進自治体の事例

⇒当該自治体における女性就労ニーズの

具体的な類型を整理

② 調査実施方針の整理

➢ 委託事業者へのヒアリング

➢ アンケート等の実施設計

（対象・サンプル数・設問等）

③ 次年度以降のセミナー等実施方針検討

今後想定

される課題

◼ アンケート等調査の予算規模

◼ 調査におけるアンケート回収率向上

◼ 有効な設問設計

◼ 参考：地域内外における女性の就労ニーズ調査のアプローチ例

調査で明らかにしたい内容から逆算し、不足情報をアンケート等で

補う方式

町内外の女性就労ニーズはなにか

過去セミナーの

アンケートから

把握できる内容

他地自体の

事例調査から

把握できる内容

本調査において

アンケート等で

把握する内容

【調査を実施する点でのポイント】

• 調査対象範囲の明確化

• 回答者の負荷および集計時の負荷を意識した設問設計

⇒委託事業者へのヒアリングにて、アンケート等の実施設計で意識

するポイントを明確にする

内部検討
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7.英語学習の強化施策に係る検討・調査/総合課程における特色ある教育プログラムの検討・調査

（特色ある教育カリキュラムの展開）

単なる教育強化施策ではなく、新たな居住者候補にアピールしやすい成果が得られ
る強化施策を検討する必要がある

目的

検討事項

関連事例

今後想定

される課題

◼ 子育て世帯等の新たな居住者候補に訴求

するための教育施策充実に向け、英語学習

強化の必要性や内容を検討する

① 他地域事例調査結果の整理

② 英語学習の強化施策に係る分類整理

③ 施策の実施可能性評価

➢ 実現性の検証

(予算・現場オペレーション)

➢ 有効性

(居住者誘因の有効性・学力向上効果)

④ 実行に当たってのto do整理

（関係者への調整・マニュアル作成 等）

◼ 神奈川県秦野市：上智大学短期大学と連

携し、生徒の英語の言語活動の機会向上

◼ 現場オペレーションの負担軽減

◼ 外部関係者との連携

◼ 有効性の検証方法

◼ 参考：秦野市の上智大学短期大学部提携事業

出典：秦野市HP

内部検討
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7.英語学習の強化施策に係る検討・調査/総合課程における特色ある教育プログラムの検討・調査

（特色ある教育カリキュラムの展開）

【参考】英語学習強化に力を入れる場合に、教師の英語力や生徒の英語による

言語活動に注力することで、生徒の英語力の向上の可能性が高まる

ALT講師の複数派遣

ICT活用

英語使用機会向上

教師の英語力向上

英検対策教材配布

英検受験料の無償化

姉妹都市での無料ホームステイ/短期留学

教師の英語力

教師の英語使用

生徒の英語による言語活動

ALTによる授業外の活動

中
学
校
生
徒
の
英
語
力
へ
の
寄
与
度

大

小

英語学習強化施策

生徒の英語力に

影響を与える諸要素※

※文部科学省実施の「英語教育実施状況調査」において、生徒の英語力に

影響を与える諸要素が6要素ある内、生徒の英語力と直接的な相関を示す

要素をデロイトにて整理
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7.英語学習の強化施策に係る検討・調査/総合課程における特色ある教育プログラムの検討・調査

（特色ある教育カリキュラムの展開）

【参考】文部科学省の調査結果を踏まえると生徒の英語力に影響を与える6要素の内、

中学生の英語力は、教師の英語力と生徒の英語による言語活動の寄与度が高い

※ 文部科学省．“令和６年度「英語教育実施状況調査」（概要）”．https://www.mext.go.jp/content/20250623-mxt-kyouiku01-000042425_1.pdf，（参照 2026-01-05)．
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8.新たな交通施策の実施に当たっての事例研究・SHとの意見交換

（持続可能な空港アクセスの検討）

公共ライドシェア等の新規施策展開検討に当たり、事業者等との協議・調整を行う

目的

検討事項

関連事例

今後想定

される課題

◼ 交通利便性向上・合理化に資する新規施策

検討に向け、どのような先行事例があるか、

それに対して関係者がどのような意見を示すか

を把握し今後の方向性を整理する

① 他地域事例の研究

➢ 施策類型の整理

➢ 横芝光町における実現性・有効性の簡易

評価

② 関係者との協議に向けた方針整理・資料

作成

③ 関係者との協議

※ 個別に協議を行うか、既存の会議体等を

活用するかは要検討

④ 協議結果を踏まえた施策方針整理

➢ 実施すべき施策オプションの選定

➢ 実行に当たってのスキーム初期検討

➢ 調整先・予算の必要性等の整理

◼ 千葉県我孫子市：民間事業者等のバスを

活用した高齢者輸送

◼ 運行事業者・連携事業者等が受け入れ

られるスキーム・オペレーションの検討

◼ 利用者への周知

◼ 参考事例：秦野市の民間事業者等のバスの活用

出典：我孫子HPを基にデロイト作成

外部調整



58

9.整備期間中における賑わい創出の施策検討・事例研究（横芝駅周辺の開発構想検討）

駅周辺のハード整備に長い期間を要するために、その準備期間においてもにぎわい
創出が行える施策を検討し、新たな居住者候補からの認知度向上を目指す

目的

実施事項

関連事例

今後想定

される課題

◼ 駅周辺における開発推進に際し、ハード整備

が完了するまでの期間において、継続的な賑

わいを創出するとともに新たな居住者候補の

認知・興味を獲得するための施策を検討する

① テンポラリーアーキテクチャに係る他地域の事例

調査・施策内容の整理

② 施策の実行手段に係る初期検討

➢ 既存施策の枠組みにおける実行可能性

検討

➢ 他自治体へのヒアリング調査等を通した

新規施策の必要性検討

③ 予算的・法的制約を踏まえた有効施策の

選定

④ 今後調整すべき関係者の整理

◼ 京都府京都市：京都市立芸術大学整備

予定地を活用した常設型屋台にぎわい空間

「崇仁新町」の開設

◼ 土地所有者との調整

◼ 有識者会議における合意形成

◼ 参考事例：京都市の大学予定地を活用したにぎわい空間の創出

出典：京都市HP等を基にデロイト作成

外部調整
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10.合併20周年イベントの開催（検討体制整備）

参考事例：越後妻有アートトリエンナーレ総括報告書

新潟県十日町市・津南町で実施された芸術祭ではイベント全体の効果や、コンテンツ
内容、実施体制等の項目ごとに実績・課題等を整理している

施策の実行

事例概要

イベント名 大地の芸術祭 越後妻有アートトリエンナーレ 2024

開催期間 2024 年７月13 日（土）～11 月10 日（日）

開催主体

大地の芸術祭実行委員会/NPO 法人越後妻有

里/山協働機構/独立行政法人日本芸術文化振

興会文化庁

報告書の

特徴

◼ 主に下記観点で成果と課題を整理し公表を

行っている

➢ イベント全体の総括

• 収支状況

• 来場者の動向

• 経済波及効果

➢ イベントにおけるコンテンツ

• 作品・イベント

• 食

• オフィシャルグッズ

➢ 実施体制

• 運営体制

• 交通

• 案内体制 等

出典：十日町HPを基に、デロイト作成

開催場所 越後妻有地域（新潟県十日町市・津南町）
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11.今後必要となり得る開発関連手続の洗い出し・対応検討/

活用検討パートナーの検討状況・意向把握/千葉県との調整（屋形海岸活用高度化）

千葉県との調整も必要となるため、活用検討パートナーとのコミュニケーションを効率
よく行い、推進上の課題の早期特定・解消を図っていく

目的

実施事項

今後想定

される課題

◼ 活用検討パートナーの検討動向を具体的に

把握し、その推進に当たって障壁となり得る

課題を先んじて特定し、開発事業の着手が

円滑に進むよう準備を進める

【ユニマットとの調整】

① －

② ユニマットへの確認事項整理

③ ユニマットへのヒアリング・意見交換

④ 上記を踏まえた課題・懸念点・制度的制約

等の整理

【千葉県との調整】

① 上記課題等に関連する既存情報の整理

② 課題解決方策検討・県への確認事項整理

③ 解決が困難な課題に関する県への要請・

意見交換

④ 今後町として実施しすべき対応事項整理

◼ ユニマットによる検討の遅れ

◼ ユニマット検討内容の実行に向けた法律・

条例等の制度的障壁の検証

◼ 参考事例：袋井市の海のにぎわい創出プロジェクトの同笠エリアの

整備方針（袋井市海のにぎわい創出ビジョンより抜粋）

関連事例
◼ 静岡県袋井市：

海のにぎわい創出プロジェクト

外部調整

出典：袋井市HPを基に、デロイト作成
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12.栗山川周辺における必要施設・機能および整備方針の検討（栗山川沿いの回遊性向上）

他自治体を参考に栗山川沿いの回遊性向上に必要な機能要件を整理し、計画作成
を推進する

目的

実施事項

関連事例

今後想定

される課題

◼ 屋形海岸活用の動きに呼応し、まちにおける

中核的な資源としての栗山川周辺においても

人々が訪れやすい環境を整備すべく、必要と

なり得る機能要件等を初期的に整理する

① 他地域における河川周辺の開発計画事例

調査・分析

② 候補となる機能要件の整理

➢ 機能の分類整理

➢ 各機能をに係る具体的な施設例の整理

③ 機能要件の優先順位付け

➢ 簡易積算

➢ まちの現状及びターゲットとの親和性分析

➢ 有効性・実現性に係る関係者への

ヒアリング

④ 実行に向けた計画作成

◼ 岐阜県坂祝町：木曽川右岸一帯を中心に、

アクティビティや景観維持に関連したハード整

備を実施

◼ ユニマットによる屋形海岸活用の時期との

整合

◼ 予算規模の制約

◼ 整備完了までのタイムスパン

◼ 参考事例：坂祝町かわまちづくり

内部検討

出典：坂祝町HPを基に、デロイト作成
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12.栗山川周辺における必要施設・機能および整備方針の検討（栗山川沿いの回遊性向上）

【参考】栗山川における施設整備係る考え方

前提

前期3か年の

施策推進状況

今後の方針

◼ まちづくり構想においては、海・川・星を中核的な訴求コンテンツとして空港関連従業員を

はじめとする新たな居住者獲得を志向しているところ

◼ 屋形海岸周辺の開発においては連携パートナーの検討具体化を待っている状況であり、事業者の

開発構想において栗山川開発周辺におけるハード整備がどの程度推進されるか現状見通せない

◼ ジャパンエコトラックへのサイクルルート登録や、それを踏まえた堤防・道路の舗装整備など一定の

ハード整備が進んできたところ

◼ 一方で、今後中核的な訴求コンテンツとして栗山川という資源を磨き上げていくにあたり、どのよう

な機能要件を具備する必要があり、それを充足するためにどのような整備が必要となるかについて

は、方針が明確化できていない

◼ 他自治体における河川周辺の開発計画等を調査し、横芝光町同様に河川を活かしたまちづくり

を志向する自治体においてどのような検討を行っているか把握し、横芝光町として今後どのような

検討が必要になるのかを整理する

◼ その上で、次年度は当該検討方針に則り、具体的に具備すべき機能要件の定義や中長期的な

施策推進スケジュールを盛り込んだ計画策定に着手し、当該計画も踏まえて関係SHとの調整・

連携を図っていくべきではないか
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13.事業化に向けた具体的な調査・設計/地権者との合意形成（横芝ＩＣ周辺における開発検討）

参考事例：スマートインターチェンジ周辺開発事業

茨城県つくばみらい市は交通利便性の向上と人口増加により企業誘致のポテンシャ
ルを有しているため、IC周辺の開発事業を進めている

事例概要

事業名・呼称 スマートインターチェンジ周辺開発事業

場所 つくばみらい市古川、成瀬及び加藤の一部

運営主体 つくばみらい市プロジェクト推進課

特徴

◼ 常磐自動車道にスマートICが設置されることから、

その周辺地区において、つくばみらい市の特性や

交通の利便性を活かした市の魅力を発信する新

たなエリアとして、広域的な賑わいを創出するため

の「新産業・交流地域」と位置づけ、地域の魅力

を高める土地利用の形成を図ることとし、組合施

行の土地区画整理事業により整備検討を推進

している

◼ 土地区画整理組合設立準備会と呼ばれる、地

権者主体の組織を立ち上げて、当該地区の事

業化に向けた具体的な検討を進める

施策の実行
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14.居住者獲得のための効果的なプロモーション実施体制の検討/プロモーション知見に係る各所管課への横展開・人材育成

（統一的・中長期的なプロモーション体制等の構築）

参考事例：「&green」をコンセプトとした“応援され選ばれるまち”づくり

埼玉県北本市で設立されたシティプロモーション推進本部はターゲットと同年代の20・
30代で構成され、特定の課ではなく全庁的に行う取り組みとして捉えている

事例概要

事業名・呼称 &green(アンドグリーン)

場所 埼玉県北本市

運営主体 埼玉県北本市シティプロモーション推進本部

特徴

◼ 「まちを持続的に発展させていく」ことを中心にシ

ティプロモーションを推進しており、緑の中で暮らす

＆green（アンドグリーン）をコンセプトに設定

◼ 職員プロジェクトチームを設置しており、構成メン

バーは各部のターゲットと同年代である20・30代で

構成されている

施策の実行

出典：一般財団法人 地方自治研究機構 「自治体広報戦略のあり方に関する調査研究」



65

15.移住定住サイトの更新・拡充/SNS等を通じた発信強化

（効率的かつ効果的なプロモーションの実行）

兵庫県尼崎市では、暮らしにフォーカスした定住・転入促進情報発信サイトだけでなく、
各種SNSを用いて市の魅力を内外に発信している。

施策の実行

事例概要

事業名・呼称 AMANISM（アマニスム）

場所 兵庫県尼崎市

運営主体 尼崎市役所 秘書室 広報室

特徴

◼ 定住・転入促進情報発信サイトとして

「AMANISM（アマニスム）」を公開しており、暮

らしに焦点を当てた発信を重視している

◼ LINE/YouTube/Facebook/X/Instagramで情

報発信を行っており、YouTubeでは子育てや防

犯などの市民に役立つ情報を、FacebookやXで

は尼崎市の取り組みや出来事、催しの情報など

を発信している

出典：一般財団法人 地方自治研究機構 「自治体広報戦略のあり方に関する調査研究」
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他地域における事例調査結果

66



67

参考事例：熊本セミコン特定公共下水道の整備（下水処理場の設置）

熊本県北部では、半導体関連産業の集積に伴って増加する工場排水を適切かつ確実に

処理するために、下水処理場の設置に取り組んでいる

事例概要

事業名・呼称 熊本セミコン特定公共下水道の整備

場所 熊本県北部

運営主体 熊本県 土木部 道路都市局 下水環境課

特徴

◼ 半導体関連産業の集積に伴って増加する工場

排水を適切かつ確実に書路を行い、都市の兼山

な発展の向上及び水環境を保全すること、を目

的に取組を推進

◼ 新たな下水処理場の設置に伴い、吐口・放流渠

のルートを検討

◼ 都市計画決定の手続き（住民説明会、都市計

画審議会 等）を開始したのちに、用地交渉や

調査・測量・設計を実施し、工事に着手

出典：熊本県HP等を基に、デロイト作成

新宅地創出
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参考事例：災害に強い下水道の実現（下水道の整備）

北海道札幌市東雁来地区では、都市化が進む中で浸水被害を防止する観点から、雨水

拡充管及びポンプ場の整備を実施

事例概要

事業名・呼称 災害に強い下水道の実現

場所 北海道札幌市東雁来地区

運営主体 北海道札幌市

特徴

◼ 都市化が進み雨水流出量が増加すると浸水被

害が増大することから、東雁来第2区画整理事

業の進捗に合わせ、浸水対策として雨水拡充管

及びポンプ場を整備

◼ 24年度では、実施設計を実施し、25年度からポ

ンプ場及び雨水拡充管の整備を実施する予定

出典：札幌市HP等を基に、デロイト作成

新宅地創出
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参考事例：輪島市内の空き家等に対する補助制度（空き家除去）

石川県輪島市では、空家の活用及び危険な建築物の解消を図るため、市内の空家の購

入・改修や周囲に危険をおよぼす建築物の除却について、経費の一部を補助している

事例概要

事業名・呼称 輪島市内の空き家等に対する補助制度

場所 石川県輪島市

運営主体 石川県輪島市 建設部 まちづくり推進課

特徴

◼ 輪島市では、立地適正化計画内で、老朽化が

著しく倒壊のおそれがある空き家住宅・空き建築

物については、特定空き家等に指定して除却を

促すなどの対策を講じる方針を公表

◼ 本施策では、市内の空家の活用及び危険な建

築物の解消を図るため、市内の空家の購入・改

修又は周囲に危険をおよぼす建築物の除却につ

いて、その経費の一部を補助

◼ 具体的には、危険物と判断された空き家の除去

費用を1/2まで補助（上限50万円）や空き家の

購入費・改修費を1/2まで補助（上限100万

円）などの支援を実施

出典：輪島市HP等を基に、デロイト作成

新宅地創出
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参考事例：地域担い手づくり支援住宅（戸建て賃貸）

宮城県七ヶ宿町では、設計段階から移住者が参加した上で自治体が新規住宅を建設し、

20年間の居住を条件に土地と建物を居住者へ譲渡している

事例概要

事業名・呼称 地域担い手づくり支援住宅

場所 宮城県七ヶ宿町

運営主体 宮城県七ヶ宿町 ふるさと振興課 企画係

特徴

◼ 宮城県七ヶ宿町では、過去のダム建設で水没し

た３地区の住民や進学する若者等の町外への

転出が増加し、戦後約5,000人だった人口が約

1,300人まで減少

◼ そのような背景の中、設計段階から移住者が参

加した上で自治体が新規住宅を建設し、20年

間の居住を条件に土地と建物を居住者へ譲渡

する取組を推進することで移住者を誘致

◼ 移住者の負担は家賃39,000円と入居時の敷金

家賃3カ月分

※補助金活用に関する記載なし

出典：宮城県七ヶ宿町移住・定住総合ポータルサイト等を基に、デロイト作成

既存市街地価値向上
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参考事例：小さな町ならではのニーズ先取り・企画提案型空き家流通加速化事業（空き家流通促進）

北海道下川町では公社と連携し、SHニーズを分析した上でそれに適した空き家の

改修・賃貸等に係る提案を行っている

事例概要

事業名・呼称
小さな町ならではのニーズ先取り・企画提案型空き

家流通加速化事業

場所 北海道下川町

運営主体 一般財団法人下川町ふるさと開発振興公社

特徴

◼ 高齢化に伴い、空き家は増加している背景や、

空き家の需給ミスマッチの解消のため、企画提案

型空き家ビジネスの構築により空き家の流通加

速化を目指すことを目的に取組を推進

◼ ステークホルダーのニーズを先取りした企画提案型

空き家ビジネス構築に向けて検討を実施

◼ また、360度カメラ映像、CG加工改修イメージ、

移住者の声(Youtube)、生活情報提供といった

コンテンツの提供により、遠隔地でも移住先の生

活ぶりをイメージすることが可能な進化型空き家

バンクを構築

◼ 空き家バンクへの掲載にあたっては、町職員が町

内の空き家を目視で調査し、空き家所有者の意

向を確認

出典：国土交通省「空き家対策における事例集」等を基に、デロイト作成

既存市街地価値向上
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参考事例：さまざまな困難や不安を抱える女性のための就労支援事業（女性の就労支援）

岩手県では、様々な課題を抱える女性が前向きな気持ちで就労に向かえるよう、ビジネス

マナーや介護や育児との両立など、幅広いテーマのワークショップを実施した

事例概要

事業名・呼称
さまざまな困難や不安を抱える女性のための就労支

援事業

場所 岩手県

運営主体 岩手県 男女共同参画センター

特徴

◼ 岩手県では、ひとり親やコロナ等による女性の失

業率の上昇により、社会参画や職業生活が困

難となっている女性が増加

◼ そのような状況の中、様々な課題や困難、不安

を抱える女性が、自分自身の気持ちを整理して

前向きな気持ちで就労に向かえるよう、県主導で

女性向けのワークショップを開催

◼ ビジネスマナー講座だけではなく、介護や育児との

両立に関するテーマなどを展開

出典：岩手県HP等を基に、デロイト作成

女性に選ばれるまちづくり
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豊田市：デジタルドリルを活用した「個別最適な学び」の推進

豊田市ではデジタルドリルを活用し、その結果等についてもダッシュボードから確認し、
学習状況を効率的に管理できる形となっている

教育の充実
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岐阜市：「スタディサプリ」等オンライン学習環境の整備

岐阜市では学校向けスタディサプリのサービスを活用し、オンラインの映像学習等
受講環境を整備している

教育の充実
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三芳町：教育ICT環境の整備

三芳町では、GIGAスクール構想が推進される中で、通信環境やハード機器等に
ついての整備を進め、生徒が学習に取り組みやすい環境を構築している

教育の充実
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横浜市：教科分担制・チームマネージャー設置

横浜市では小学校から強化担任制を導入し専門的かつ統一的な学習を進めると
ともに、教師をマネジメントする専門の役割を設置している

教育の充実
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山口県：地域SHと連携したコミュニティスクール推進

企業や大学等とも連携してコミュニティスクールを推進し、学校だけでなく地域全体
で子供の見守りや学習支援を行っている

教育の充実
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〈参考〉コミュニティスクールの概要

コミュニティスクールは、地域住民が学校運営に参画する制度

教育の充実
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南種子町：個別最適な学びの推進 1/2

南種子町では、特に英語教育において単元の全体像を生徒に示し、能動的な学習へ
の取組みを促している

教育の充実
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南種子町：個別最適な学びの推進 2/2

その上で、生徒各自が自分の学習速度に応じて取り組む課題を柔軟に設定できる
仕組みを導入している

教育の充実
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山口県：読解力向上のための取組み

読解力や情報活用能力を学習におけるベースの能力として捉え、学内PTが学習の
グランドデザインを作成し、ICT環境等を整備している

教育の充実
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茨木市：リーディングスキル改善

独自にリーディングスキルテストを行い、結果を踏まえて読解力向上に資する効果的
な学習を展開している

教育の充実
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福津市：家庭学習に係る生徒の自主的な検討推進

福津市では学校が相談に乗りながら生徒が家庭学習における計画を考え、
効果的に家庭学習を進める仕組みが導入されている

教育の充実
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境町：英語教育の強化

境町では移住政策とも関連付けながら先進的な英語教育を推進している

教育の充実
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秦野市：短大と連携した英語教育推進

秦野市では地元の短大と協定を結び、小学生が英語の触れやすい環境を創出して
いる

教育の充実
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川崎市：「5ラウンドシステム」による英語コミュニケーション力強化

川崎市では、リスニング、音読等異なる5観点で同じ題材の学習に取り組む
「5ラウンドシステム」をベースとした英語教育を実施

教育の充実
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南種子町：対話推進による英語コミュニケーション力強化

南種子町では、タブレットを活用して各生徒が異なる情報を保有しお互いの情報を
得るために英語コミュニケーションの工夫をする仕組みが取り入れられている

教育の充実
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参考事例：松茂町の「STEAM教育」（教育の高度化）

徳島県松茂町では、移住促進等の課題がある中で、町としてのブランディングを図るべく、

小中学校でプログラミング等の先端学習を導入した

事例概要

事業名・呼称 松茂町の「STEAM教育」

場所 徳島県板野郡松茂町

運営主体 株式会社ヴィリング

特徴

◼ 移住促進等の課題や町民から学校教育の充実

を望む声が多く挙がっている中で、町とs手のブラ

ンディン部を図るべく、小中学校でSTEAM教育を

実施

◼ 実施にあたっては、STEAM教育を全国展開する

株式会社ヴィリングと連携し、各学年ごと年間

4~8時間ほど「総合的な学習時間」を活用して

STEAM教育をスタート

出典：松茂町HP等を基に、デロイト作成

教育の充実
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参考事例：鞍ヶ池地域タクシー（デマンドタクシー）

愛知県豊田市鞍ヶ池地域では、利用者の少ないバス路線を廃止し、当該地域においては

定額で利用できる予約制のデマンドタクシーを導入した

事例概要

事業名・呼称 鞍ヶ池地域タクシー

場所 愛知県豊田市鞍ヶ池地域

運営主体 愛知県豊田市 都市整備部 交通政策課

特徴

◼ 利用が少なかったコミュニティバスの代替手段とし

て、登録した住民であれば、エリア内であればタク

シーを1回300円で利用可能な仕組みを導入

◼ 利用にあたっては、事前の利用者登録を実施し

たうえで、電話での予約が必要

◼ 上記取組を推進することで、利用者の利便性を

高めながら、運行経費の大幅削減に成功

出典：豊田市HP等を基に、デロイト作成

公共交通高度化
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君津市：スクールバスを活用したデマンド交通

君津市では空き時間のスクールバスをデマンド交通として活用

公共交通高度化
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我孫子市：民間事業者等のバスを活用した高齢者輸送

我孫子市では、病院・教習所など自治体以外が保有する車両について、
事業者等と協定を結んだうえで高齢者の移動手段に活用している

公共交通高度化
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当別町：SH連携によるバス路線の一元化

当別町では、自治体含めた各種SHの保有するバス路線を一元化した

公共交通高度化
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参考事例：苗穂駅周辺地区のまちづくり（駅周辺のまちづくり）

北海道札幌市苗穂駅周辺地区では、鉄道による南北分断などの課題がある中、地域や

企業を含めたまちづくり協議会を発足し、南北を結ぶ自由通路の整備などを実施

事例概要

事業名・呼称 苗穂駅周辺地区のまちづくり

場所 北海道札幌市苗穂駅

運営主体 苗穂駅周辺まちづくり協議会

特徴

◼ 鉄道による南北分断などの課題がある中、地域

や企業によって、苗穂駅周辺まちづくり協議会を

結成し、当該地区の将来あるべき姿を描き，そ

れをもとに札幌市がまちづくりにおけるガイドライン

を作成

◼ 自由通路、駅前広場、周辺道路などの都市計

画を決定し、翌年から苗穂駅の移転橋上化工

事に着手し、平成30年には南北を結ぶ自由通

路の整備も実施

出典：札幌市HP等を基に、デロイト作成

駅周辺地区まちづくり事業
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参考事例：坂祝町かわまちづくり（分類ごとの取組内容）

木曽川を構成する「体験・アクティビティ」「景観・自然環境」「歴史・教育」「その他のまちづ

くり・日常生活など」といった分類ごとに取組を推進している

出典：坂祝町「坂祝町かわまちづくり基本計画」

栗山川活用高度化
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参考事例：坂祝町かわまちづくり（スケジュール）

前頁の取組ごとに、調査・計画から維持までの取り組み時期の目安を設定している

出典：坂祝町「坂祝町かわまちづくり基本計画」

栗山川活用高度化



96

参考事例：坂祝町かわまちづくり（親水体験のできる空間整備）

木曽川の運搬坂路や乗降場がカヌー等を安全に運搬できる傾斜や線形となるよう整備を

実施している

出典：坂祝町「坂祝町かわまちづくり基本計画」

取組概要

取組名称 親水体験のできる空間整備

事業期間

• 調査・計画（1～5年）

• 整備（6～10年）

• 維持（11年～）

運営主体
• 行政（坂祝町、河川管理者）

• 民間等（町民、事業者）

概要

◼ ラフティングやカヌー、ＳＵＰや管理釣り場等の利

用ができる坂路の実現を目的として、木曽川の

運搬坂路や乗降場がカヌー等を安全に運搬でき

る傾斜や線形となるよう整備

◼ 整備にあたって、堤防上道路（ロマンチック街

道）との動線が交錯する箇所は、十分な幅員を

確保するなど歩行者及び自転車の安全性を考

慮

イメージ図

栗山川活用高度化
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参考事例：坂祝町かわまちづくり（水辺の遊歩道整備）

川の付近まで下りて散歩ができるよう、水際を散歩しやすい線形や舗装材とするよう整備を

実施している

出典：坂祝町「坂祝町かわまちづくり基本計画」

取組概要

取組名称 水辺の遊歩道整備

事業期間

• 調査・計画（1～5年）

• 整備（6～10年）

• 維持（11年～）

運営主体
• 行政（坂祝町、河川管理者）

• 民間等（町民）

概要

◼ 川の付近まで降りて散歩ができる遊歩道の実現

を目的として、水際を散歩しやすい線形や舗装

材とするよう整備

◼ 整備にあたっては、緑陰空間やベンチを設けるな

ど、風景を楽しむことができるよう配慮

イメージ図

栗山川活用高度化
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参考事例：日本一の水路のまち基本計画（川のハード整備）

茨城県潮来市では、市内の活性化等を目的として、駐車場・休憩施設・SUP小屋等の一

体化や潮来港の遊歩道整備等のハード整備を含めた整備計画を策定している

事例概要

事業名・呼称 日本一の水路のまち基本計画

場所 茨城県潮来市

運営主体 茨城県潮来市 企画政策課 企画制作グループ

特徴

◼ 潮来市の地域資源である水郷地形において市

内の活性化及び日本一の水路のまちの具現化

を図ることを目的に川の整備計画を策定

◼ ハード整備の施策として、駐車場・休憩施設・

SUP小屋等の一体化や潮来港の遊歩道整備や

にぎわいづくりのためのライトアップ等を推進

出典：潮来市HP等を基に、デロイト作成

栗山川活用高度化
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参考事例：日本一の水路のまち基本計画（川のハード整備）の取組イメージ

栗山川活用高度化
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参考事例：「未来への可能性あります。」ブランドメッセージの作成と展開（自治体PR）

島根県飯南町では、町の目指す方向性が分かりづらい等の課題への打ち手としてブランド

メッセージの作成を実施し、取組への町民の参加を促すための情報発信を実施している

事例概要

事業名・呼称
「未来への可能性あります。」ブランドメッセージの作

成と展開

場所 島根県飯南町

運営主体 島根県飯南町 まちづくり推進課

特徴

◼ 町の目指す方向性が分かりづらい、街の魅力が

町外に伝わっていないなどの課題への打ち手とし

て、ブランドメッセージの作成を町民とともに実施

◼ ブランドメッセージ作成の取組を町内で周知するた

めに、ターゲットの年齢層ごとにYouTubeや

Facebook、町内広報誌で情報を発信

出典：飯南町HP等を基に、デロイト作成

シティブランド確立
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